予算要求資料
平成27年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　知的創作技術管理費（商工）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　 　商工労働部　産業技術課　産学連携係　電話番号：058-272-1111（内3049）

　　　　　　　E-mail： c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　５，８０７千円（前年度予算額：５，３１４千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,314
	0
	0
	0
	3,960
	0
	0
	0
	1,354

	要求額
	5,807
	0
	0
	0
	4,453
	0
	0
	0
	1,354

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　県職員による発明を保護し、地域産業へ活用することを目的として、職務発明に関する審査、特許権・実用新案権・意匠権・商標権・著作権等（以下「知的財産権」という。）の出願、登録、維持等を行う。
（２）事業内容

○「岐阜県職員の職務発明等に関する規則」に基づき、県職員が職務中に発明した知的財産権（職務発明）の出願及び登録に係る事務を行う。
○県が有する知的財産権の維持管理及び実施許諾に関する事務を行う。

○県が有する知的財産権の活用、普及に係る事務を行う。

（３）県負担・補助率の考え方

　　知的財産権の実施許諾による財産収入を主な充当財源とし、不足額を一般財源により措置

（４）類似事業の有無
　　なし（県有知的財産権については産業技術課のみが所管。品種登録は農政課が所管）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	2,025
	登録・実施補償金

	旅費
	     82
	業務旅費

	需用費
	     35
	消耗品費

	役務費
	  3,665
	特許等出願・登録・維持手数料

	その他
	      0
	

	合計
	5,807
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　県が費用を負担している特許権については、平成27年度以降、約4割が権利化後10年以上経過し、維持に要する費用が増加する。
そのため、実施許諾による収入等、費用対効果を十分に検証し、権利維持の必要性等を検討していく。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県職員が創造した技術を適切に保護し、その技術を財産化して経済的な価値を生み出すとともに、新たな知的創造活動につなげる知的創造サイクルを構築する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	知的財産権実施許諾率(出願中を除く)
	（H  ）
	70％
(H23末)
	85％
(H24末)
	63％
(H25末)
	90％
（H29）
	70％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・権利維持の必要性の精査により、県有知的財産権の実施許諾率は55.8％（H26.8月末）
＜H26.8月末現在の状況＞

　・県有知的財産権43件（特許権37件、実用新案権1件、商標権3件、著作権2件）

　・うち実施等許諾件数24件（特許権20件、商標権2件、著作権2件）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・県有知的財産権のうち、20件（46.5％）が県内企業に活用されており、実施許諾先の事業拡大、経営力向上に寄与している。

・実施許諾先からの実施料は、新たな知的財産権の取得に要する経費や、権利維持費用に充当し、県の新たな知的創造活動に繋げている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	法的な保護が担保された知的財産（研究成果）を、県内企業に優先的に実施許諾することにより、県内企業の競争力を高め、地域産業の発展・振興に繋げており、必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	県有的財産権の実施許諾先の開拓に取り組むとともに、許諾先がない知的財産権については処分を進めている。実施許諾率は55.8％であり、県内企業20社・県外企業4社へ技術移転を行う（H26.8月末現在）等、事業効果がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	出願、権利維持等の各段階において権利の必要性を精査し、権利維持する場合には、経費の減免制度を活用するなど経費削減に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県が費用を負担している特許権については、平成27年度以降、約4割が権利化後10年以上経過し、維持に要する費用が増加する。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

今後も、出願、権利維持等の各段階において、権利の必要性の精査及び活用促進に取り組む。



記載要領
公開様式作成上の留意点
１　公開は「予算要求資料」「事業評価調書」をそのままの状態で公開します。　

　このため、公開様式の作成時点から公開を前提に作成してください。
· 個人情報など公開にふさわしくない内容や表現は記入しないようにしてください。
· 県民に分かりやすい表現で記入することとし、専門用語など県民に分かりにくい表現は避けてください。やむを得ず専門用語を使用する場合は、注釈を付記してください。
２　体裁を統一するため、文字数や行数などのページレイアウトは変更しないで
　ください。

３　使用する文字色は黒とし、サイズ等は以下のとおりとします。

　・事業名　・・・　ＭＳゴシック　１６ポイント

　・支出科目、事業担当課連絡先、財源内訳・・・ＭＳ明朝　１０．５ポイント

　・その他　・・・　ＭＳ明朝　１２ポイント

４　ファイルが大きくなることから、グラフ、写真、イラストなどは貼付けない
　でください。
予算要求資料
・新規事業については、事業名の前に「新」と付記してください。

１　事業費

・要求額及び前年度予算額を記載してください。また、併せて財源内訳も記載してください。（表中、「決定額」欄は財政課で記載します。）

２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

・当該事業を実施する背景として、対策を講じる必要があると判断した施策分野における現状と課題を、できる限り定量的に補足し、記載してください。

・統計データ等が大量となるなど、限られたスペースでは書ききれない場合は、添付資料として要求資料と合わせて提出してください。（様式任意）

（２）事業内容

・具体的な事業の内容を、記載してください。（長文とする必要はなく、箇条書きとするなど、簡潔に記載してください）

（３）県負担・補助率の考え方

・当該事業を県で負担する妥当性を記載してください。また、負担金・補助及び交付金を計上する場合は、その負担区分の考え方及び妥当性を併せて記載してください。

（４）類似事業の有無

・類似事業の有無を記載し、「有」の場合は、該当する類似事業との差異を記載してください。また、別途、類似事業との違いを説明する比較表（様式任意）を作成・提出してください。

３　事業費の積算内訳

・事業費の積算を事業内容毎に区分して、金額及び具体的な事業内容を記載してください。なお、「事業内容」欄の区分については、県民目線でわかりやすい区分に努めてください。（必ずしも「節」毎に整理する必要はありません。また、少額な経費は「その他」としてまとめるなど、簡潔に記載してください。）
・別途、内容の詳細を把握するため、前年度からの増減理由や積算の詳細を説明する資料（様式任意）を作成・提出してください。

４　参考事項

・事業内容を精査する上で必要となる事項について簡潔に記載してください。

・新規事業の場合は、「各種計画での位置づけ」「国・他県の状況」「後年度の財政負担」「事業主体及びその妥当性」の各項目は、必ず記載してください。

（１）各種計画での位置づけ

・計画の大小に関わらず、要求事業が密接に関連する計画を記載してください。また、別途、当該事業が計画に位置づけされている該当箇所の写しを提出してください。

（２）国・他県の状況

・要求事業に対する国の動向及び他県の状況を記載してください。特に他県の状況は、必要に応じて制度や考え方の比較が容易にできる一覧表（様式任意）を作成・提出するなど、説明の充実に努めてください。

（３）後年度の財政負担

・事業終期の考え方及び今後の財源の動向について記載してください。

（４）事業主体及びその妥当性

・予定している実際の事業実施団体（委託先含む）を選定した考え方を記載してください。

５　その他

・上記のとおり、任意様式での提出を依頼した事項に加え、要求資料に添付する資料として、以下の資料を予め準備してください。（◎は新規事業は必須）

＜共通事項＞

　◎積算、事業規模の妥当性を説明するために必要となる、過去の類似事業の実　

　　績や、他県の状況などの比較できる資料

　◎事業スケジュール（議会の議決が必要な案件は、議決時期も記載）

　◎新たに国が設けた制度を活用して事業実施を行う場合、当該国制度の概要が

　　分かる資料

　○関係団体からの要望を受けている場合は、要望書の写し

　○継続事業で事業費が５千万円以上の場合、過去からの事業実績の推移を添付

＜ハード整備を実施する事業（例示）＞

　◎平面図、配置図など施設の詳細がわかる資料

＜補助制度創設の場合（例示）＞

　◎補助対象要件の考え方や対象者数など、補助率以外の積算部分の考え方を整

　　理した資料

　○特定の団体に対する補助金の場合は、当該団体の概要及び財務状況が分かる

　　資料

＜イベント開催経費の場合（例示）＞

　◎日時、場所、参加者、スケジュールなど、イベントの詳細が分かる資料

＜新たに審議会等会議を設置する場合（例示）＞

　◎会議メンバーの構成

事業評価調書
　事業評価調書は事業担当課として、次年度の予算要求を行うにあたり、前年度（事業の執行に至っていない場合は前々年度）を振り返り事業を評価し作成していただくものです。

　事業が「新規要求事業」「継続要求事業」のいずれに該当するのか「■」で表記してください。

＜継続要求事業＞
１「事業目標と実績」
（1） 「事業目標」には、事業を行うにあたり、何をいつまでにどのような状態にしたいのかという事業の目標を記入してください。岐阜県長期構想など事業の根拠となる計画がある場合には、それらの計画を参考に記入してください。
（2） 「目標の達成度を示す指標と実績」
· 事業目標の達成度を示す定量的な指標を用い、

1 「事業開始前」の値（下段に年度）※

2 事業開始後の「指標の推移」（下段に年度）※

3 「現在値」（下段に年度）

4 「目標値」（下段に目標年度）

5 「達成率」（現在値／目標値×１００）

を記入してください。（※①②の値については、記入できる範囲で記入してください。）
· 用いる指標は、事業の達成度を示す指標としてください。（岐阜県長期構想などの計画で用いられている指標、その他、事業担当課で把握している指標など）
· 用いる指標は、事業を行う上での「活動指標」、事業を行うことで得られる「成果指標」のいずれでも構いません。（具体的な指標の例は※を参照。）
· なお、事業目標の達成度を定量的な指標で表すことができない場合は表は空欄とし、指標を設定することができない理由を記入してください。
※活動指標、成果指標の例
	活動指標
	成果指標

	・講座受講者数
・立ち入り検査実施件数
・融資（補助）件数

	・看護職員の再就業者数
・アドバイザーによる相談対応件数
・患者数
・移住件数


（3） 「前年度の取組」には、事業として今年度行った活動内容（会議等の開催実績）を記入してください。なお、今年度事業の執行に至っていない場合は前々年度に行った事業の活動でも構いません。
（4） 「前年度の成果」には、事業を行ったことで得られた事業の成果を記入してください。この場合の成果は、数値だけはなく活動成果でも構いません。なお、今年度事業の執行に至っていない場合は前々年度に事業を行ったことで得られた成果でも構いません。
２「事業の評価と課題」
（1） 「事業の評価」
· 事業の必要性、事業の有効性、事業の効率性の３つの観点について評価を行ってください。
	評価項目
	○△による評価基準
	記述内容

	事業の必要性
	○：必要性が高い
△：必要性が低い
	左記の評価とした具体的な理由を記述してください。

	事業の有効性
	○：概ね期待どおりそれ以上の効果が得られている
△：まだ期待どおりの効果が得られていない
	〃

	事業の効率性
	○：効率化は図られている
△：向上の余地がある
	〃


（2） 「今後の課題」には、事業が直面する課題や改善が必要な事項を記入してください。
（3） 「次年度の方向性」については、事業の評価や今後の課題を踏まえ、次年度、事業担当課としてどのように取り組むのかを記入してください。
＜新規要求事業＞
　新規要求事業については、「事業目標」「目標の達成度を示す指標と実績」のうち「事業開始前」と「目標（下段に目標年度）」の数値、「事業の評価」のうち「事業の必要性」、「今後の課題」、「次年度の方向性」のみを記入してください。
